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【新地方公会計制度に基づく財務諸表】 

 

○ 地方公会計改革の概要 

平成 18 年 5 月 18 日に「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され，それを受

けて総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」（平成 18 年 8 月 31 日）に基づき，人口 3 万人以上の都市などは平成 20 年度決

算から「地方公会計改革（普通会計及び連結財務諸表４表の作成・公表）」に取り組

むこととされました。 

 

○ 地方公会計改革の目的・意義 

いわゆる官庁会計（単式会計・現金主義）による財務会計処理を継続しながら，経

費支出，建設投資と資産増減を明確に関連付けし，発生主義に基づく複式による会

計処理を取り入れ，将来的には財務情報に基づいた行政経営に活用していくことを

目的としています。 

（１） 住民に対する開示による透明性の向上，説明責任の履行 

（２） 財政状況の把握と健全化促進 

（３） 資産・債務の適切な管理 

 

○ 地方公会計改革の取り組み 

 龍ケ崎市においては，既に平成 11 年度から企業会計的手法を導入し，貸借対照表

（バランスシート）および行政コスト計算書を作成･公表していましたが，平成 20 年度

決算では地方公会計改革に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務諸表の作成

に移行し，平成 21 年度決算以降は「総務省基準モデル」での財務諸表を作成してい

ます。 

 

○ 作成方式等 

 財務諸表の作成に当たっては「総務省方式改訂モデル」と「総務省基準モデル」の２

つの基本モデルがあります。 

 この２つのモデルの大きな相違点は，改訂モデルは，いわば簡便的に資産を把握

するもので，売却可能資産だけを時価評価し，その他の資産は「地方財政状況調査」

（通称「決算統計」）という調査の建設事業費を積み上げたものを利用して資産価値を

算定（取得価格ベース）するのに対し，基準モデルでは，自治体が保有する資産をす

べて公正価値によって評価します。また，「仕訳」についても，改訂モデルは，「地方財

政状況調査」のデータを事後的に加工するのに対し，基準モデルでは，一つひとつの

会計伝票単位に仕訳を行います。 

 龍ケ崎市では，財務状況の正確な把握と開示のためには，基準モデルの採用が必

要であると考えました。しかし，複式による会計処理の導入及び資産台帳の整備に時
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間を要することや，平成 19 年度決算まで旧総務省方式により算定していた経緯を踏

まえ，平成 20 年度決算は「総務省方式改訂モデル」により作成しました。これとともに， 

財産台帳の整備や公正価値評価での資産把握などを実施するとともに，すべての会

計データを複式処理するためのシステム整備などを進めてきました。 

このような経緯を経て，平成 21 年度決算以降は「総務省基準モデル」による財務

諸表を作成しています。これにより，より信頼性の高い財務情報の提供に資するもの

と考えています。 

しかし，現状では各地方公共団体ごとに，「総務省方式改訂モデル」や「総務省基

準モデル」等財務諸表の作成方式が違うため，各地方公共団体間での比較可能性を

確保する等の観点から，平成 26 年 4 月に総務省より「財務書類の作成に関する統一

的な基準」が示され，原則として全ての地方公共団体が平成 27 年度から平成 29 年

度までの 3 年間で，当該基準による財務諸表を作成することとなりました。龍ケ崎市

においては，平成 28 年度中に統一的な基準による財務諸表作成のための固定資産

台帳整備等を進め，平成 28 年度決算を平成 29 年度に公表する際に，統一的な基準

による財務諸表を作成する予定です。 

 

○ 財務諸表（４表） 

 財務諸表は，①貸借対照表（ＢＳ），②行政コスト計算書（ＰＬ），③純資産変動計算

書（ＮＷ），④資金収支計算書（ＣＦ）の４表です。 

① 貸借対照表（ＢＳ） 

 公共サービスを提供するために保有している財産（資産）と，その資産をどのような

財源（負債・純資産）で築いてきたかを総括的に対照表示した財務書類です。表内の

資産合計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し，左右のバランスが取

れていることから「バランスシート」とも呼ばれています。 

② 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの 1 年間の行政活動のうち，福祉活動やごみの収

集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの

直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。 

③ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が１年間でどのように変動し

たかを表している財務書類です。 

④ 資金収支計算書（ＣＦ） 

 歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（「経常的収支」，「資本

的収支」及び「財務的収支」）に分けて表示した財務書類です。 
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※ 財務諸表（4 表）の関係 

      ①貸借対照表（ＢＳ）                     ③純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

 

 

 

 

  ②行政コスト計算書（ＰＬ）                         

④資金収支計算書（ＣＦ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 財務諸表作成の前提条件 

（1） 基準日は平成 28 年 3 月 31 日とし，出納整理期間（平成 28 年 4 月 1 日から 5

月 31 日まで）における資金の出入りは，基準日までに完了したものとして処理してい

ます。 

（2） 平成 26 年度末時点における固定資産台帳に，平成 27 年度の財務活動を反映

しました。 

 

新地方公会計制度に基づく財務諸表においては，市の単体会計財務諸表に加え

て連結財務諸表を作成しています。 

（1） 単体会計：普通会計（地方財政状況調査「決算統計」上の区分，国の統一基準）

にその他の特別会計を加えたもの。 

（2） 連結会計：単体会計のほか，自治体と連携して行政サービスを実施する関係団

体や法人等を一つの行政サービス実施主体とみなした区分。 

 

 

 資産       負債 

 

うち資金       

純資産 

経常・資本・財務収入 

－  
経常・資本・財務支出 

＝  
当期収支 

＋ 

期首資金残高 

＝  
期末資金残高 

経常費用 

－  
経常収益 

＝  
純経常行政コスト 

期首純資産残高 

－  
純経常行政コスト等 

＋ 

一般財源，補助金受入等 

± 

資産評価替え等 

＝  
期末純資産残高 
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※ 単体会計財務諸表及び連結会計財務諸表の作成に当たっては，対象となる会計

及び法人間で行われる資金の出資等をすべて内部取引として相殺消去処理をしてい

ます。 

 

○ 平成 27 年度財務諸表でみる龍ケ崎市の財政状況 

《単体会計》 

  貸借対照表で見る財政状況 

  行政コスト計算書で見る財政状況 

  純資産変動計算書で見る財政状況 

  資金収支計算書で見る財政状況 

  財務諸表に基づく分析指標 

 

  《資料》 

(1) 平成 27 年度龍ケ崎市財務諸表（単体会計） 

(2) 平成 27 年度龍ケ崎市財務諸表（単体会計 市民 1 人当たり） 

(3) 平成 27 年度龍ケ崎市財務諸表（普通会計） 

(4) 平成 27 年度龍ケ崎市財務諸表（連結会計） 

 

 

単体会計 

 

公営事業会計  6 会計 

国民健康保険事業特別会計，公

共下水道事業特別会計，農業集

落排水事業特別会計，介護保険

事業特別会計，後期高齢者医療

事業特別会計，介護サービス事

業特別会計 

一部事務組合･広域連合  8 団体 

茨城県市町村総合事務組合，稲敷地方広域市町村

圏事務組合，龍ケ崎地方塵芥処理組合，龍ケ崎地

方衛生組合，茨城県南水道企業団，茨城租税債権

管理機構，茨城県後期高齢者医療広域連合，利根

川水系県南水防事務組合 

第三セクター  1 団体 

（公財）龍ケ崎市まちづくり・文化財団 

連 結 会 計 

普通会計  2 会計 

一般会計，障がい児支援サービ

ス事業特別会計 

新地方公会計制度に基づく財務諸表の対象会計 



○貸借対照表（ＢＳ）でみる財政状況
（単位：千円）

1 金融資産 1 流動負債
（1） 資金 （1） 未払金及び未払費用

（2） 引当金
（2） 金融資産（資金を除く） （3） 公債（短期）

2 非流動負債
2 非金融資産 （1） 公債

（1） 事業用資産 （2） 引当金
（3） その他の非流動負債

（2） インフラ資産

○行政コスト計算書（ＰＬ）からみる財政状況
（単位：千円）

1 経常業務費用
（1） 人件費
（2） 物件費
（3） 経費
（4） 業務関連費用

2 移転支出
（1） 他会計への移転支出
（2） 補助金等移転支出
（3） 社会保障関連費等移転支出
（4） その他の移転支出

（1） 業務収益
（2） 業務関連収益

貸借対照表（ＢＳ）の借方（左側）は，龍ケ崎市の資産です。総額で1,200億8,539万3千円の資産を形成して
います。その中でも特に大きな割合を占めるのが「非金融資産」であり，このうち道路や下水道等の「インフラ
資産」が資産の57.4％を占めています。同様に，小中学校や保育所，総合運動公園などの「事業用資産」も
34.3％と高い割合を占めています。要因としては，龍ケ崎市の特徴であるニュータウン開発などによる人口急
増に対応した，インフラや小中学校施設，総合運動公園などの整備によるものです。

表の貸方（右側）は，負債及び純資産です。負債は，資産の整備のために借り入れた地方債の残高など将
来世代が負担していくもので，総額472億2,942万円，そのうち「地方債（＝公債（短期）＋公債）」（翌年度償還
予定地方債を含む）が384億5,864万1千円と負債の81.4％を占めています。要因としては，資産形成の財源と
しては，「世代間負担の公平性」などから，地方債の借入れによる財源調達が一般的な手法であることが挙
げられます。

純資産は，資産と負債の差し引きにあたります。総額で728億5,597万4千円と資産の60.7％を占めており，
過去の世代が営々としてつくりあげた市民共有の資産と言えます。

龍ケ崎市は負債もあるが，その約2.5倍の資産を持っている，また視点を変えると資産のうち60.7％が正味
の資産で，自主財源で築いたものや，借入れの返済が終了した部分などであるとも言えます。

前年度と比較して，資産は，財政調整基金に2億円の積立を行ったことによる増加要因もありますが，城西
中学校大規模改修工事等の大型建設事業の減少や減価償却の影響等によって，資産全体としては25億590
万7千円減少しました。一方の負債は，地方債の発行額減少や償還の進捗によるほか，平成26年度には設
定があった，中央図書館管理運営業務委託などの，指定管理者への複数年の債務負担行為が減となり，そ
の他非流動負債が大きく減少したことが影響し，24億4,084万円の減少となっています。

≪平成27年度財務諸表でみる龍ケ崎市の財政状況（単体会計）≫

1,640,161

資産合計

8,342,417

資産の部 負債の部

3,326,767

120,085,393 負債及び純資産合計 120,085,393

2,142,672

負債合計 47,229,420
純資産の部

純資産合計 72,855,974

19,518,616

1,862,423
257,324

4,508,360
68,942,031

35,131,874
41,160,784

945,702

163,273

3,980,930
3,181,324
2,381,820

1,557,094
712,219

経常収益 2,269,313

4,273,256

経常費用 34,568,936
124,014

純経常費用
（経常費用－経常収益） 32,299,623
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○純資産変動計算書（ＮＷ）でみる財政状況
（単位：千円）

1 財源変動の部
（1） 財源の使途

純経常費用への財源措置

その他の財源の使途
（2） 財源の使途調達

税収
社会保険料
移転収入
その他の財源の調達

2 資産形成充当財源変動の部
（1） 固定資産の変動
（2） 長期金融資産の変動
（3） 評価・換算差額等の変動

3 その他の純資産変動の部
（1） 開始時未分析残高の増減

財産変動の部合計

その他の純資産変動の部合計

資産形成充当財源変動の部合計

　純資産変動計算書（ＮＷ）は，財政状況を純資産（正味資産）の変動から見たものです。
龍ケ崎市の平成27年度末における純資産は728億5,597万4千円です。「財源の使途」に対し，「財源の調

達」は13億9,748万円上回っているものの，「期末純資産残高」は，前年度に対して6,506万7千円ほど減少し
ました。この要因としては，地方消費税交付金の増や，子ども・子育て支援制度への移行に伴う国庫支出金
の増などによる移転収入の増（10億9,259万9千円）もありましたが，前ページの行政コスト計算書（ＰＬ）で算
出された，「純経常費用」の増加による純資産の減（23億6,003万6千円）の影響によるところが大きいと言え
ます。

前年度末と当該年度末の純資産を比較して，増加すれば次年度以降，将来へ引き継ぐ資産を増やしたこと
になります。逆に，減少すれば現在までの世代が負担してきた部分を減らしたことになります。

将来の世代へより多くの資産を引き継ぐことは重要ですが，そればかりに重点を置くと，現在の世代に対す
る公共サービスを絞ることとなってしまいますので，バランスのとれた財政運営がポイントとなります。

長期金融資産形成への財源措置
固定資産形成への財源措置

△ 935,915

行政コスト計算書（ＰＬ）は，企業会計の損益計算書にあたるもので，貸借対照表（ＢＳ）をストック情報とする
と，その他３つの財務諸表はフロー情報をあらわします。

龍ケ崎市の平成27年度の「経常費用」は345億6,893万6千円です。主な内訳をみると，職員給料・議員歳
費・賞与引当金繰入・退職給付費用などの「人件費」が39億8,093万円（11.5％），消耗品費・維持補修費・事
業用資産の減価償却費などの「物件費」が31億8,132万4千円（9.2％），業務費・委託費・貸倒引当金繰入な
どの「経費」が23億8,182万円（6.9％），市の外部事業への負担金である「補助金等移転支出」が195億1,861
万6千円（56.5％），法律で定められ，その財源には国庫支出金などが大部分充てられる「社会保障関連費等
移転支出」が42億7,325万6千円（12.4％）となっています。それに対しての受益者負担である，使用料・手数
料等の「経常収益」が22億6,931万3千円となっており，差し引いた「純経常費用」が322億9,962万3千円となり
ます。

前年度対比では，経常収益は4,562万6千円の減と前年度から大幅な減少はなかったものの，経常費用
が，塵芥処理組合の大規模改修工事に係る負担金の増や，龍ケ崎済生会病院運営費補助金の増などによ
る，「補助金等移転支出」の増加が大きく影響したことなどによって増加したため，「純経常費用」は23億6,003
万6千円増加しました。

このコストは市税や地方交付税などの一般財源や国・県の補助金などで賄わなければなりません。その状
況が次の純資産変動計算書（ＮＷ）で表されます。

△ 1,753,648

△ 32,299,623
△ 1,268,038

874,222
933,835

1,847,142

11,681,463

18,606,930
3,758,244

3,608,066

39,085

1,397,480

当期純資産変動額 △ 65,067
期首純資産残高 72,921,040

△ 3,309,689
△ 3,309,689

期末純資産残高 72,855,974
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○資金収支計算書（ＣＦ）でみる財政状況
（単位：千円）

1 経常的収支区分
2 資本的収支区分
3 財務的収支区分

（基礎的財政収支）
経常的収支区分
資本的収支区分
基礎的財政収支

2,961,363
△ 1,731,667
△ 1,895,843

当期収支 △ 666,148

なお，市民1人当たりの財務諸表は，資料(2)「平成27年度龍ケ崎市財務諸表（単体会計 市民1人当た
り）」，普通会計の財務諸表は，資料(3)「平成27年度龍ケ崎市財務諸表（普通会計）」，関係団体や法人を含
む連結財務諸表は，資料(4)「平成27年度龍ケ崎市財務諸表（連結会計）」をご覧ください。

2,961,363
△ 1,731,667

1,229,696

期首資金残高 2,306,308
期末資金残高 1,640,161

平成27年度の「当期収支」は6億6,614万8千円の支出超過となっており，「期首資金残高」の23億630万8千
円に対し，「期末資金残高」は16億4,016万1千円と減少しています。

これは，毎年度継続的に収入，支出される市税や人件費などの「経常的収支」の29億6,136万3千円の黒字
に対し，建設事業費などの「資本的収支」で17億3,166万7千円の赤字，地方債償還金などの「財務的収支」で
18億9,584万3千円の赤字，合計で36億2,751万円の赤字となり，当該年度の支出が収入を6億6,614万8千円
上回っていることを表します。この当期収支は，前年度より15億1,813万8千円減少しましたが，主として，塵芥
処理組合の大規模改修工事に係る負担金の増や，龍ケ崎済生会病院運営費補助金の増などによる「補助
金等移転支出」増加により，「経常的収支」の黒字幅が縮小したことが大きく影響しています。

「資本的収支」は新たな資産の取得などにかかる収支であることから，資金面から見ると，当然，支出が多
く赤字となりますが，その分，貸借対照表（ＢＳ）における資産が増加することになります。

「財務的収支」は，主に地方債の元利償還支出と新たな地方債の借入れによる収入の差額で，これが赤字
ということは，地方債の収入を上回る償還をしており，長期債務残高，つまり貸借対照表（ＢＳ）の固定負債が
減少しているということです。当市も18億9,584万3千円の赤字となっています。

仮に，資金残高の減少傾向が長期的に続くようであれば，財政運営に支障を来たすことになりますので収
支のバランスを良好に保つことが持続可能な財政運営に欠かせない要素であると言えます。
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○財務諸表に基づく分析指標（単体会計）

１　社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

２　歳入額対資産比率

※歳入総額＝経常的収入＋資本的収入＋財務的収入＋期首資金残高

３　有形固定資産減価償却率

４　基礎的財政収支（プライマリーバランス）

５　市民1人当たりの財務諸表（資料(2)）

※各項目の数値は，実数をそれぞれ四捨五入したものであり，表内の計算結果と一致しない場合があります。

貸借対照表（ＢＳ）や行政コスト計算書（ＰＬ）の各項目の金額を市民1人当たりで算出することにより，他団
体との比較がしやすくなります。また，より市民が実感を持てる数値として開示する効果があります。
　なお，人口は平成28年3月31日現在の住民基本台帳人口78,568人）を用いています。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）を
みることにより，社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）
＝（地方債残高＋未払金）÷（公共資産＋投資等）

土地 42,099

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより，これまでに形成されたストックとしての資
産が，歳入の何年分に相当するかを表し，市の資産形成の度合いを測ることができます。

有形固定資産のうち，償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより，耐用
年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

（単位：百万円）

減価償却累計額

公債の元利償還額を除いた歳出と，公債発行収入を除いた歳入のバランスをみるもので，プライマリーバ
ランスが均衡している場合には，経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債の比
率は増加せず，持続可能な財政運営といえます。
　基準モデルでは，資金収支計算書（ＣＦ）上に経常収支と資本的収支の合算額として算出されます。

基礎的財政収支 1,230

資本的収支 △ 1,732

（単位：百万円）

経常的収支 2,961

53.8%

歳入額対資産比率 2.9年

78,560
有形固定資産 109,612

資産老朽化比率

有形固定資産減価償却率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）

（単位：百万円）

投資等（財調・減債基金を除く）

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

25,199
6,371

110,103

地方債残高（臨財債・減税補填債を除く）

未払金
公共資産

3,577
27.8%

歳入総額

歳入額対資産比率（年）＝資産合計÷歳入総額

（単位：百万円）

資産合計 120,085
41,772
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平成27年度龍ケ崎市財務諸表（単体会計） 資料(1)

1 財源変動の部

1 金融資産 1 流動負債 （1）財源の使途

（1） 資金 （1） 未払金及び未払費用 純経常費用への財源措置

（2） 引当金 固定資産形成への財源措置

（2） 金融資産（資金を除く） （3） 公債（短期）

その他の財源の使途

2 非流動負債 （2）財源の使途調達

（1） 公債 税収

2 非金融資産 （2） 引当金 社会保険料

（1） 事業用資産 （3） その他の非流動負債 移転収入

その他の財源の調達

（2） インフラ資産

2 資産形成充当財源変動の部

（1）固定資産の変動

（2）長期金融資産の変動

（3）評価・換算差額等の変動

3 その他の純資産変動の部

（1）開始時未分析残高の増減

1 経常業務費用

（1） 人件費

（2） 物件費

（3） 経費

（4） 業務関連費用

2 移転支出 1 経常的収支区分

（1） 他会計への移転支出 2 資本的収支区分

（2） 補助金等移転支出 3 財務的収支区分

（3） 社会保障関連費等移転支出

（4） その他の移転支出

（1） 業務収益

（2） 業務関連収益

（基礎的財政収支）

経常的収支区分

資本的収支区分

基礎的財政収支

資産形成充当財源変動の部合計

財産変動の部合計

72,921,040

874,222

933,835

1,847,142

△ 3,309,689その他の純資産変動の部合計

△ 3,309,689

△ 65,067

経常収益

純経常費用

（経常費用－経常収益）

期首純資産残高

34,568,936

1,557,094

712,219

2,269,313

19,518,616

経常費用

△ 1,731,667

1,229,696

1,640,161

2,961,363

32,299,623

期末資金残高

当期純資産変動額

△ 666,148当期収支

72,855,974期末純資産残高

期首資金残高

18,606,930

3,758,244

1,397,480

2,306,308

2,961,363

△ 1,731,667

△ 1,895,843

△ 32,299,623

△ 1,268,038

△ 935,915

△ 1,753,648

4,273,256

124,014

3,181,324

2,381,820

945,702

163,273

3,980,930

47,229,420

72,855,974

120,085,393 負債及び純資産合計

純資産合計

負債合計

35,131,874

2,142,672

純資産の部

資産合計

8,342,417

120,085,393

257,324

3,326,767

68,942,031

資産の部 負債の部

1,640,161 1,862,423

長期金融資産形成への財源措置

39,085

41,160,784 4,508,360

11,681,463

3,608,066

単位 （千円）貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）

純資産変動計算書（NW）

資金収支計算書（CF）

※各項目の数値は，実数をそれぞれ四捨五入したものであり，合計欄や差引欄の数値が表内の計算結果と一致しない場合があります。



平成27年度龍ケ崎市財務諸表（単体会計　市民1人当たり） 資料(2)

1 財源変動の部

1 金融資産 1 流動負債 （1）財源の使途

（1） 資金 （1） 未払金及び未払費用 純経常費用への財源措置

（2） 引当金 固定資産形成への財源措置

（2） 金融資産（資金を除く） （3） 公債（短期）

その他の財源の使途

2 非流動負債 （2）財源の使途調達

（1） 公債 税収

2 非金融資産 （2） 引当金 社会保険料

（1） 事業用資産 （3） その他の非流動負債 移転収入

その他の財源の調達

（2） インフラ資産

2 資産形成充当財源変動の部

（1）固定資産の変動

（2）長期金融資産の変動

（3）評価・換算差額等の変動

3 その他の純資産変動の部

（1）開始時未分析残高の増減

1 経常業務費用

（1） 人件費

（2） 物件費

（3） 経費

（4） 業務関連費用

2 移転支出 1 経常的収支区分

（1） 他会計への移転支出 2 資本的収支区分

（2） 補助金等移転支出 3 財務的収支区分

（3） 社会保障関連費等移転支出

（4） その他の移転支出

（1） 業務収益

（2） 業務関連収益

（基礎的財政収支）

経常的収支区分

資本的収支区分

基礎的財政収支

2,078

資産の部 負債の部

20,876 23,705 △ 411,104

3,275 △ 16,139

106,181 42,343 △ 11,912

△ 22,320

長期金融資産形成への財源措置

447,152 148,680

27,272 45,923

523,887 57,382 236,826

47,834

877,482 負債合計 601,128 財産変動の部合計 17,787

純資産の部

11,127

純資産合計 927,298 11,886

497

資産合計 1,528,426 負債及び純資産合計 1,528,426 資産形成充当財源変動の部合計 23,510

12,037

△ 42,125

その他の純資産変動の部合計 △ 42,125

当期純資産変動額 △ 828

期首純資産残高 928,126

37,692

△ 22,040

248,430 △ 24,130

50,669 期末純資産残高 927,298

40,491

30,315

54,389

1,578 当期収支 △ 8,479

経常費用 439,987 期首資金残高 29,354

19,818 期末資金残高 20,876

9,065

経常収益 28,883

15,651

純経常費用 37,692

（経常費用－経常収益） 411,104 △ 22,040

単位 （円）貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）

純資産変動計算書（NW）

資金収支計算書（CF）

　※各数値を平成28年3月31日現在の住民基本台帳人口（78,568人）で除し，円単位としたもので，表内の積み上げが一致しない場合があります。



平成27年度龍ケ崎市財務諸表（普通会計） 資料(3)

1 財源変動の部

1 金融資産 1 流動負債 （1）財源の使途

（1） 資金 （1） 未払金及び未払費用 純経常費用への財源措置

（2） 引当金 固定資産形成への財源措置

（2） 金融資産（資金を除く） （3） 公債（短期）

その他の財源の使途

2 非流動負債 （2）財源の使途調達

（1） 公債 税収

2 非金融資産 （2） 引当金 移転収入

（1） 事業用資産 （3） その他の非流動負債 その他の財源の調達

（2） インフラ資産

2 資産形成充当財源変動の部

（1）固定資産の変動

（2）長期金融資産の変動

（3）評価・換算差額等の変動

3 その他の純資産変動の部

（1）開始時未分析残高の増減

1 経常業務費用

（1） 人件費

（2） 物件費

（3） 経費

（4） 業務関連費用

2 移転支出 1 経常的収支区分

（1） 他会計への移転支出 2 資本的収支区分

（2） 補助金等移転支出 3 財務的収支区分

（3） 社会保障関連費等移転支出

（4） その他の移転支出

（1） 業務収益

（2） 業務関連収益

（基礎的財政収支）

経常的収支区分

資本的収支区分

基礎的財政収支

資産の部 負債の部

1,502,863 1,843,192 △ 19,973,166

237,016 △ 1,145,350

11,681,463

7,631,651 2,211,766 △ 649,950

△ 1,186,026

長期金融資産形成への財源措置

1,971,385

41,144,282 4,510,194

9,248,191

22,525,483

3,186,662

54,470,465 負債合計 33,299,036 財産変動の部合計 1,161,825

純資産の部

766,838

純資産合計 71,450,225 647,869

39,085

資産合計 104,749,261 負債及び純資産合計 104,749,261 資産形成充当財源変動の部合計 1,453,792

△ 2,753,410

その他の純資産変動の部合計 △ 2,753,410

当期純資産変動額 △ 137,793

期首純資産残高 71,588,018

3,653,048 期末純資産残高 71,450,225

2,772,793

2,070,132

524,236

1,852,079

2,366,550 △ 1,323,013

5,308,006 △ 1,031,642

4,272,637

62,370 当期収支 △ 502,576

経常費用 21,029,772 期首資金残高 2,005,439

410,742 期末資金残高 1,502,863

645,864

経常収益 1,056,606

529,066

純経常費用 1,852,079

（経常費用－経常収益） 19,973,166 △ 1,323,013

単位 （千円）貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）

純資産変動計算書（NW）

資金収支計算書（CF）

※各項目の数値は，実数をそれぞれ四捨五入したものであり，合計欄や差引欄の数値が表内の計算結果と一致しない場合があります。



平成27年度龍ケ崎市財務諸表（連結会計） 資料(4)

1 財源変動の部

1 金融資産 1 流動負債 （1）財源の使途

（1） 資金 （1） 未払金及び未払費用 純経常費用への財源措置

（2） 前受金及び前受収益 固定資産形成への財源措置

（2） 金融資産（資金を除く） （3） 引当金

（4） 預り金（保管金等） その他の財源の使途

（5） 公債（短期） （2）財源の使途調達

（6） その他の流動負債 税収

2 非流動負債 社会保険料

（1） 公債 移転収入

2 非金融資産 （2） 引当金 その他の財源の調達

（1） 事業用資産 （3） その他の非流動負債

2 資産形成充当財源変動の部

（2） インフラ資産 （1）固定資産の変動

（2）長期金融資産の変動

（3）評価・換算差額等の変動

3 その他の純資産変動の部

（1）開始時未分析残高の増減

（2）その他純資産の変動

1 経常業務費用

（1） 人件費

（2） 物件費

（3） 経費

（4） 業務関連費用 1 経常的収支区分

2 移転支出 2 資本的収支区分

（1） 他会計への移転支出 3 財務的収支区分

（2） 補助金等移転支出

（3） 社会保障関連費等移転支出

（4） その他の移転支出

（1） 業務収益

（2） 業務関連収益 （基礎的財政収支）

経常的収支区分

資本的収支区分

基礎的財政収支

5,441,257

6,926,306

2,077,612

1,135,483

－

42,283,291

資産の部 負債の部

3,300,082 2,018,936 △ 38,524,033

2,410,234 △ 2,319,473

3,608,066

10,549,378

12,431

長期金融資産形成への財源措置 △ 935,921

△ 1,753,648

326,161

24,486,449

4,382,128

36,469,112

11,681,463

3,453,064

69,670

純資産の部

財産変動の部合計 625,032

3,314,419

1,507,338

55,105,152 4,508,360

1,471,418純資産合計 85,314,256

917,766

68,942,031

負債合計 52,582,387

資産合計 137,896,643 負債及び純資産合計 137,896,643

資産形成充当財源変動の部合計

△ 41,626

△ 3,309,689

3,896,522

期末純資産残高 85,314,256

その他の純資産変動の部合計 △ 3,351,315

当期純資産変動額 1,170,239

期首純資産残高 84,144,017

経常費用

3,069,705

期首資金残高 4,071,202

4,407,858

△ 3,362,518

15,838,253

△ 1,816,460

10,740,207

124,173

当期収支

689,553

期末資金残高

△ 771,120

3,300,082

1,045,34038,524,033

純経常費用

4,407,858

（経常費用－経常収益）

△ 3,362,518

3,759,258経常収益

単位 （千円）貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）

純資産変動計算書（NW）

資金収支計算書（CF）

※各項目の数値は，実数をそれぞれ四捨五入したものであり，合計欄や差引欄の数値が表内の計算結果と一致しない場合があります。
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